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情報通信関連企業立地促進補助事業

前 年 度

活力みなぎる米子

工業の振興

地域の活力を生み出す産業のまちづ

『産業』がいきいき

0

32,0000000

32,00032,00032,00032,000

前 年 度

現計予算当初予算

0

歳出予算事業概要書

県支出金

9 旅費
19 32,000負担金補助及び交付
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所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源
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部
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節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

（補助制度の交付期間は５年間。平成２０年度は４年目の交付になる。）
(2)事業効果

事業計画

本補助制度は、平成18年7月より新規の適用を停止している。
(3)特記事項
誘致企業が安定した事業運営を継続できることにより、雇用の確保を図ることができる。

平成１６年に本市に誘致した情報通信関連企業の事業運営に対する補助金を交付する。
(1)事業の概要

　　　　　　　　　　（債務負担行為H20～21　　6,400万円）
平成19年度交付予定　　情報通信関連雇用事業補助金（第４回） 　1件　3,200万円

　②専用通信回線の使用料・通信料×５０％　（限度額　年2,000万円。5年間）
　①事業所賃借料×５０％　（限度額　年1,200万円。5年間）
○情報通信関連雇用事業補助金制度

（１）他市の状況
　鳥取市　設備投資の5～15％（限度額2,500～7,500万円）、事業所賃借料の1/6　

　松江市　オフィス賃借料×1/2（８年間。限度額年2,400万円）

　　　　（限度額1,000～3,000万円）、通信料等×1/6（限度額1,600～3,000万円）
　倉吉市　米子市と同様。
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